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入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和２年 10 月 13 日
契約担当役
独立行政法人労働者健康安全機構
総合せき損センター院長 前田 健

◎調達機関番号 621 ◎所在地番号 40
〇第 94 号
１ 調達内容
 品目分類番号 22、31
 購入等件名及び数量 硬組織ＤＮＡ／ＲＮ
Ａ分取抽出精製システム １式
 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 納入期限 入札説明書による。
 納入場所 総合せき損センター
 入札方法 上記１の件名のほか納入に要
する一切の諸経費を含めた額で行う。なお、
落札決定に当たっては、入札書に記載された
金額に当該金額の10パーセントに相当する額
を加算した金額（当該金額に１円未満の端数
があるときは、その端数金額を切り捨てるも
のとする。）をもって落札価格とするので、入
札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事
業者であるか免税事業者であるかを問わず、
見積もった契約金額の110分の100に相当する
金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。ただし、未成年者、被保
佐人、又は被補助人であって、契約締結のた
めに必要な同意を得ている者については、こ
の限りではない。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）
において「物品の販売」のＡ、Ｂ、Ｃ又はＤ
の等級に格付けされ、九州・沖縄地域の競争
参加資格を有するものであること。
 薬事法に基づく医療器具の販売業の届出を
していることを証明した者であること。
 その他契約担当役が必要と定める資格を有
する者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒8208508 福岡県飯塚市伊岐須550４
総合せき損センター 会計課契約係 山村
愛咲美 電話0948247500
 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３の交付場所にて交付する。
 入札書の受領期限 令和２年12月２日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和２年12月３日15
時00分 総合せき損センター会議室

４ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 封印した入札書
に本公告に示した物品を納入できることを証
明する書類を添付して入札書の受領期限まで
に提出しなければならず、当該書類に関し、
開札日の前日までの間において、契約担当役
から説明を求められた場合は、それに応じな
ければならない。
 入札の無効 本公告に示した入札参加に必
要な資格のない者のした入札及び入札の条件
に違反した入札。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると契約担当役が判断した入札者で
あって、独立行政法人労働者健康安全機構会
計細則第42条に基づき作成された予定価格の
制限の範囲内で、最低価格をもって有効な入
札を行った入札者を落札者とする。
 手続きにおける交渉の有無 無。
 その他 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Contracting Entity : Takeshi Maeda The

Obligating Officer, Director Administration

Department, Japan Organaization of Oc‑

cupational Health and Safety Spinal Inju‑

ries Center

 Classification of the products to be pro‑

cured : 22, 31

 Nature and quantity of the products t be

purchased : Hard tissue DNA／RNA pre‑
parative, extraction and purification sys‑

tem 1 Set

 Delivery date : As in the tender Do‑

cumentation

 Delivery place : Spinal Injuries Centerl

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting, Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause,

 not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting,

 have Grade A or B or C or D in Sales

of products for participating in tenders

by Ministry of Health, Labour and Wel‑

fare (Single qualification for every minis‑

try and agency) in Kyushu‑Okinawa Re‑

gion,

 prove to have registered with the rel‑

evant authorities, in accordance with the

Pharmaceutical Affairs Law, to initiate

business of selling medical appliances,

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify,

 Time‑limit of tender : 17 : 00 2, Decem‑

ber, 2020

 Contact point for the notice : Asami

Yamamura Procurement Section, Account‑

ing Division, Spinal Injuries Center 5504
Igisu Iizuka Fukuoka‑ken 8208508 Japan
TEL 0948247500

２ 競争参加資格
 契約事務実施規則（以下「実施規則」とい
う。）第８条の規定に該当しない者であるこ
と。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人
であって、契約締結のために必要な同意を得
ている者は、同条中、特別の事由がある場合
に該当する。
 実施規則第９条の規定に該当しない者であ
ること。
 平成31・32・33年度（令和元年・２・３年
度）の国立研究開発法人農業・食品産業技術
総合研究機構（以下「農研機構」という。）の
競争参加資格における資格の種類「物品の販
売」において、「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」の
等級に格付けされている者であること（会社
更生法（平成14年法律第154号）に基づき更
生手続開始の申立てがされている者及び民事
再生法（平成11年法律第225号）に基づき再
生手続開始の申立てがされている者について
は、手続開始の決定後、別に定める手続きに
基づく競争参加資格の再申請を行うこと。）。
なお、全省庁統一資格において、当該資格を
有する者は、同資格を有する者とみなす。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
をされている者及び民事再生法に基づき再生
手続開始の申立てをされている者（上記２
の再審査を受けた者を除く。）でないこと。

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和２年 10 月 13 日
国立研究開発法人
農業・食品産業技術総合研究機構
本部管理本部総務部長 羽野 猛

◎調達機関番号 818 ◎所在地番号 08
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入件名及び数量
試料自動前処理装置 １式

 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 納入期限 令和３年３月26日
 納入場所 入札説明書による。
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。
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